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１．はじめに 

 

 中心商店街の衰退が叫ばれて久しい。その大きな理由

はモータリゼーションの進展による郊外部のショッピン

グセンター（以下S.C）やロードサイドショップの出現

によりかつてあった中心商店街への需要が分散している

ためであると考えられる。加えて近年では通信販売に代

表される新たな購買形態の出現している。さらに今後の

人口減少によりさらなる需要の減少は確実である。 

 茨城県の県庁所在都市であり県内最大の商業地である

水戸市も例外ではない。新市街地整備に加えて大規模小

売店舗やロードサイドショップの進出により中心商店街

の衰退には歯止めがかからない。 

 しかしこのような需要の減少に対応する水戸駅前商店

街の縮小はない。この結果一店舗当りの売上高は減少し、

シャッターが閉まった店舗が散在する状態を引き起こし

ていると考えられる。つまり需給バランスが不均衡な上

に中心市街地が低密度に広がっているために活力を発現

できない状況であると考えられる。つまりは活性化する

ためにこそ適正規模まで減築する必要があると考える。 

 そこで本研究の目的は、はじめに統計データ及び用途

地域データを用いて水戸駅前商店街の実態を把握する。

次に実態把握に基づき、水戸駅前商店街の適正規模を算

定する。 

 

２．既存文献の整理 

 

 商業地衰退に関する研究は多く行われている。とりわ

け本研究と関連が深い商業地の規模に関する研究は、過

去に多く行われてきたが1)人口増加に伴う都市拡大を前

提としたモデルであり、郊外型S.Cの進出や人口減少は

考慮されていない。また、商業地の衰退に関する研究も 

 

 

 

 

 

 

 

多くされているが2)中心市街地衰退の現状分析にとどま

っている。また、計画的な都市撤退に関する研究もされ

ているが３)商業地は明確に扱っていない。さらに通信販

売に関する研究もあるが4)ネット上の店舗の増加による

消費者の消費行動の変化については研究されていない。 

 本研究では供給の多様化と将来の人口減少を考慮して、 

中心商店街の適正規模を算定している。 

 

３．水戸駅前商店街の実態把握 

 

（１）用途地域の変遷 

a)商業系用途地域面積の推移 

 図-1に商業系用途地域（近隣商業地域及び商業地域）

の推移を示す(1)。近隣商業地域に関しては1992年から20

07年にかけて約2倍になっており増加が顕著である。ま

た、商業地域及び容積600％の地域も増加し続けている。

なお、容積率600％の地域は水戸駅前商店街のみとなっ

ていることから水戸駅前商店街においても計画上、商業

地を拡大しようとしていることが伺える。 

b)用途地域変更箇所の把握 

表-1に用途地域変更箇所を示す。表-1より非商業系

用途地域から商業系用途地域への変更箇所は9箇所であ 

表-1 用途地域変更箇所 

地区名 変更前 変更後 

東原 第二種住居地域 近隣商業地域 

西原 第二種住居地域 近隣商業地域 

白梅 住居地域 近隣商業地域 

笠原町 工業地域 近隣商業地域 

赤塚 工業地域 近隣商業地域 

百合が丘町 １低住 近隣商業地域 

双葉台 近隣商業地域 １低住 

赤塚 第二種住居地域 近隣商業地域 

内原 準工業地域 近隣商業地域 

水戸ニュータウン 市街化調整区域 近隣商業地域 
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図-1 商業系用途地域の推移 



った。注目すべきところは赤塚駅、内原駅など駅周辺に

おいて商業系用途地域への変更がある。また、笠原町は

茨城県庁舎の移転に伴い商業地として整備するために変

更されている。百合が丘町、水戸ニュータウンはいずれ

も郊外部に位置している。また、商業系用途地域から非

商業系用途地域への変更箇所は1箇所のみであった。こ

れらから水戸市においては商業地の開発が進んでいると

考えられる。 

 

（２）大規模小売店舗の立地動向 

a)売場面積の推移 

 水戸市における大規模小売店舗の立地動向について述

べる。図-2に大規模小売店舗売場面積の推移を示す(2)。

大規模小売店舗は一貫して増加しており、特に近年では

増加が著しいことがわかる。これは近年、県内最大規模

の大規模小売店舗が立地したなど1万ｍ2を超える大規模

小売店舗が多数立地したためであると考えられる。 

b)新規出店・退店箇所の把握 

 図-3に大規模小売店舗の新規出店及び退店箇所を示す。

なお、新規出店とは以前に商店が立地していなかった場

所に新たに立地した大規模小売店舗、退店とは大規模小

売店舗の退店後に商業以外の目的で利用されている地点

のことを指す。図-3より新規出店したのは水戸駅前商店

街内で1箇所、赤塚駅周辺で4箇所、内原駅周辺で1箇所、

新県庁周辺で1箇所、上記以外で4箇所の計11箇所である

ことがわかる。非商業系用途地域から用途地域への変更

箇所があった場所に大規模小売店舗が新規出店するとい

う傾向が強い。また、退店したのは水戸駅前商店街内で

1箇所、水戸駅前商店街付近で1箇所、それ以外で1箇所

の計3箇所である。水戸駅前商店街及びその周辺におい

て退店後に商業地として使用されていないことから中心

地区において衰退していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）水戸駅前商店街の実態 

a)商業 

 水戸駅前商店街の売場面積より商業の実態について把

握する(3)。図-4に水戸駅前商店街売場面積の推移を示す
(4)。宮町は水戸駅に最も近い地区であり、また大規模小

売店舗が2店舗あるために売場面積が最も多い。また、

三ノ丸、南町、泉町、大工町は国道50号線沿いに立地し

ており水戸駅前商店街の中心地区である。栄町、末広町

は商業地域に指定されているものの住宅地と商業地が混

在している地区であるために売場面積が小さいと考えら

れる。 

ｂ）人口 

 図-5に水戸市人口の推移を示す(5)。1990年以降の人口

はほぼ横ばいに推移している。また、2007年以降は人口

が減少していくことから今後は現在より需要が減少して

いくと考えられる。 

c)需要の分散 

水戸市民の需要の分布を把握するためにアンケート調

査を行った。表-2にアンケートの概要を示す。アンケー

トは水戸市の住宅地を対象に2002年及び2007年における

全消費額を100としたときに買物先別の購入割合を記入

してもらった。結果を図-6に示す。図-6より中心商店街

への購買割合は減少し、市内S.Cにおいて購入割合が増

加している。このことから中心商店街にあった需要が他

の購買先に流出しているといえる。 

 

（４）考察 

 土地利用及び統計データより大規模小売店舗の新規出

店の伴う商業地の拡大が起こったこと、中心商店街にあ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 アンケート調査の概要 

実施日 2007年11月、12月（計5日間） 

対象地 
双葉代団地、けやき台団地、見和 

見川、百合が丘、緑丘、元吉田 

配布・回収方法 配布郵送調査法 

回収数 261サンプル 
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った需要が他の商業地に分散していること、水戸駅前商

店街内にも売場面積が小さい地区が存在しているなどの

実態を把握してきた。これらを総合すると水戸駅前商店

街が需要に見合った適切な供給量であるとは言い難い。

人口減少により将来的な需要の増加は見込めないことか

ら需要と供給の観点から適正規模まで減築することで活

性化すべきではないだろうか。 

 

４．商業需給理論の構築 

 

 図-7に商業需給理論を、図-8に各定義式を示す。本研

究で構築した商業需給理論はまずマクロな視点から需要

と供給を把握し、需要に関しては水戸駅前商店街以外の

需要を順次差し引くことで水戸駅前商店街の需要を把握

する。そして需要及び供給を縦軸にとった商業需給グラ

フを作成し、商業需給グラフを元に現在（2007年時点）

及び将来（2030年時点）の適正規模及び減築面積を算定

する。なお、ここでいう減築面積とは「営業しているが

供給過剰である売場面積」のことであり空き店舗分は別

途に算定する。 

  

５．適正規模及び減築面積の算定 

 

（１）商業需給グラフの作成 

データの制約上、水戸駅前商店街の需要及び供給から

直接商業需給グラフを算定することが困難であるために

総需要（水戸市全体の需要）(6)、総供給（水戸市全体の

供給）及び水戸市専門店減築面積（大規模小売店舗を除

いた売場面積）(7)より商業需給グラフを作成した。商業

需給グラフを図-8に示す。 

総需要についてはオイルショックや平成の不況など一

時的要因に左右されるために異常値と思われる値は取り

除いた。また、過去10年間において一人当たり購買力に

は変化がないことから2007年以降は平均値（70万円）と

総人口の積より総需要を算定した。 

 

（２）適正規模及び減築面積の算定 

a)算定方法 

適正規模算定フローを作成し、それに従い算定した。適

正規模算定フローを図-9に示す。適正規模の算定方法と 

 

 

 

 

 

 

 

 

してはまず水戸市レベルで適正規模及び減築面積を算定

する。次に算定した減築面積を配分することで水戸駅前

商店街の減築面積を算定した。また、商業規模算定には

通常1ｍ2当り年間商品販売額を使用するが11)、飲食店に

関するデータがないという理由により同じ意味を持つ1

ｍ2当り購買力を用いた。 

b)1ｍ2当り購買力の推移 

 1ｍ2当り購買力の推移を図-10に示す。図-10より1ｍ2

当り購買力は1992年をピークに減少している。これは19

92年辺りから水戸駅前商店街の売場効率が非効率になっ

ていったと考えられることから1992年の1ｍ2当り購買力

を用いて適正規模を算定した。 

c)算定結果 

 算定した適正規模を表-4に、減築面積を表-5に示す。

表-4より水戸市全体の現在適正規模は現在の売場面積の

84％程度である。また、2030年時点においては61％から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9

14

39

36

29

29

6

5

2

2 3

11

11

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2007

2002

年

中心商店街 市内S.C 地元商店 市外S.C
東京 Net その他

図-6 アンケート結果 

基礎構造 

買物空間 

用途地域の変更 

商業系用途地域変更範囲の図示 

空き店舗に対する
減築面積 

 将来適正規模 現在適正規模 

水戸市専門店 
売場面積 

総売場面積 

中心商店街 
売場面積 

中心商店街 
購買力 

＋ 需要の流入 

・市内S.C 
・地元商店 
・市外S.C 
・東京都 
・通信販売 
・その他 

－ 

需要の分布 

 人口減少に対する 
減築面積 ＋ 

将来減築面積の算定 

現在減築面積 

商業需給グラフの作成 

総購買力 
式-1 式-2 

式-3 

式-4 

式-5 

式-6、式-7、式-8 
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総需要＝総人口×一人当り購買力…（式-1） 
総売場面積＝小売業売場面積＋飲食店面積（式-2） 
CM(t)=αCA(t)－βC S(t)－γCO(t)－δCPD (t)－εCT 

   －ξCN(t) ＋ηCI(t)…（式-3） 

CM(t):中心商店街への需要、CA(t):総需要、CS(t):S.Cへの需要、CO(t)：地

元商店への需要、CPD(t):人口減少、CT(t):東京都への需要、CN(t):通信
販売への需要、CI(t):水戸市への需要の流入、α～η:パラメーター 

水戸市専門店売場面積＝総売場面積 

－大規模小売店舗売場面積…（式-4） 

中心商店街売場面積＝水戸市専門店売場面積 

   －中心商店街売場面積…（式-5） 

用途地域面積＝用途地域面積×平均階数…（式-6） 

売場面積に占める減築面積の割合＝減築面積÷売場面積 

…（式-7） 

用途地域減築面積＝売場面積に占める減築面積の割合 

   ×用途地域面積…（式-8） 

 

表-3 商業需給理論における各定義式 



68％程度の規模で十分であるという結果となった。 

 表-5より2007年時点では3.2万ｍ2減築すべきという結

果となった。2030年時点では合わせて7.3万ｍ2から8.8

万ｍ2減築すべき結果となった。これは水戸駅前商店街 

の40％から48％に相当し、半分近く空き店舗及び不効率

な店舗で占めているということになる。 

a)用途地域変更範囲の図示 

 図-11に用途地域変更範囲を図示する。なお今回は単

純に水戸駅から離れた場所から変更している。また、黒

で塗られた部分が用途地域変更範囲である。変更範囲と

しては末広町、栄町、大工町の一部が該当している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 適正規模の算定結果 

 適正規模 
売場面積に 
占める割合 

現在適正規模 17.2万ｍ 2 84％ 

ケース１ 13.9万ｍ 2 68％ 

ケース２ 13.1万ｍ 2 64％ 将来適正規模 

ケース３ 12.4万ｍ 2 61％ 

表-5 減築面積の算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

 

 本研究で得られた結論は以下である。 

① 用途地域データ、及び人口、商業データを用いて

水戸市及び水戸駅前商店街の実態を把握したとこ

ろ大規模小売店舗の新規出店に伴う用途地域の拡

大により商業地が拡大していること、水戸駅前商

店街内において商業地域に指定されているにも関

わらず売場面積が小さい地区が存在すること、ま

たアンケート調査により水戸駅前商店街にあった

需要が他の商業地に分散している実態を把握した。 

② 市内ショッピングセンターや通信販売、将来の人

口減少を考慮した商業需給理論を構築し、これに

基づき水戸駅前中心商店街の適正規模を算定し、

現在（2007 年）では 3.2 万ｍ 2 (14%)の減築、将

来の人口減少により 2030 年ではさらに 1.7～3.1

万ｍ 2（9～17％）の減築が必要なことを明らかに

した。 

補注 

（１） 水戸市役所よりデータを収集した。 
（２） 茨城県生活行動圏調査報告よりデータを収集した。 
（３） 産業分類における小売業及び飲食店を対象とした。 
（４） 水戸市の商業よりデータを収集した。 
（５） 2007 年までは国勢調査報告より、それ以降は人口問題研究所よ

りデータを収集した。 
（６） 一人当たり購買力に関しては家計調査年報よりデータを収集した。 
（７） 売場面積に関しては茨城の商業より、飲食店に関しては1992年ま

では茨城の商業より、それ以降はサービス業基本調査よりデータ
を収集した。 
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図-11 用途地域変更範囲 
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図-8 商業需給グラフ 
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図-10 1ｍ 2当り購買力の推移 
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図-9 適正規模及び減築面積算定フロー 
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に占める割合 
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用途地域面積 － － 184ha 
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人
口
減
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